（様式第１号の２）

令和４・５年度

筑後市業務委託競争入札参加資格審査申請書

	前回の登録の有無

有・無

前回の受付番号

令和　　年　　月　　日

　筑後市長　　西　田　正　治　　様

令和４・５年度において筑後市の業務委託にかかる競争入札に参加したいので、別冊指定の書類を添えて資格の審査を申請します。

なお、この申請書及びその添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

記

	※　本社（本店）の所在地を記入してください。

	郵便番号

－
住　　所

（ ふ り が な ）


商号又は名称

（ ふ り が な ）


代表者職名・氏名


電話番号 (　　　　　)(　　　)(　　　　　） FAX番号 (　　　　　)(　　　)(　　　　　）


	※　支社（支店又は営業所等）へ業務委任を行う場合は、委任先の所在地を記入してください。

	郵便番号

－
住　　所

（ ふ り が な ）


商号又は名称

（ ふ り が な ）


代表者職名・氏名


電話番号 (　　　　　)(　　　)(　　　　　） FAX番号 (　　　　　)(　　　)(　　　　　）



（様式第２号の２）

業務委託競争入札参加希望業種申請書

	番号
	業種
	希望

順位
	登録証

の有無
	
	番号
	業種
	希望

順位
	登録証の有無

	01
	一般測量
	
	
	
	27
	樹木管理
	
	

	02
	航空測量
	
	
	
	28
	建物維持管理
	
	

	03
	下水道設計
	
	
	
	29
	側溝清掃
	
	

	04
	道路設計
	
	
	
	30
	道路清掃
	
	

	05
	河川設計
	
	
	
	31
	建物清掃
	
	

	06
	農業土木設計
	
	
	
	32
	建物消毒
	
	

	07
	造園設計
	
	
	
	33
	防蟻
	
	

	08
	上水道設計
	
	
	
	34
	除草
	
	

	09
	都市計画設計
	
	
	
	35
	貯水槽清掃
	
	

	10
	鋼構造設計
	
	
	
	36
	下水道管清掃
	
	

	11
	橋梁設計
	
	
	
	37
	廃棄物処理
	
	

	12
	建築設計
	
	
	
	38
	浄化槽保守点検
	
	

	13
	電気設備設計
	
	
	
	39
	下水道設備保守点検
	
	

	14
	機械設備設計
	
	
	
	40
	消防設備保守点検
	
	

	15
	その他設計
	
	
	
	41
	空調機器保守点検
	
	

	16
	補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
	
	
	
	42
	電気通信設備保守点検
	
	

	17
	地質調査
	
	
	
	43
	昇降機等保守点検
	
	

	18
	空中写真撮影
	
	
	
	44
	機械設備保守点検
	
	

	19
	埋設物調査
	
	
	
	45
	事務機器保守
	
	

	20
	漏水調査
	
	
	
	46
	建物警備
	
	

	21
	電波障害調査
	
	
	
	47
	機械警備
	
	

	22
	ＴＶｶﾒﾗ調査
	
	
	
	48
	埋蔵文化財調査
	
	

	23
	計量証明（一般）
	
	
	
	49
	埋蔵文化財遺物整理
	
	

	24
	計量証明（環境）
	
	
	
	50
	旅客自動車運送
	
	

	25
	不動産鑑定
	
	
	
	51
	貨物自動車運送
	
	

	26
	調査企画分析
	
	
	
	52
	会議録・議事録作成
	
	


	番号
	業種
	希望

順位
	登録証

の有無
	
	番号
	業種
	希望

順位
	登録証

の有無

	53
	データパンチ入力
	
	
	
	63
	給食業務
	
	

	54
	集団健診
	
	
	
	64
	図書館業務
	
	

	55
	電話交換業務
	
	
	
	65
	用務員業務
	
	

	56
	語学講師派遣
	
	
	
	66
	保育業務
	
	

	57
	レセプト等整順業務
	
	
	
	67
	滞納徴収業務
	
	

	58
	イベント企画運営
	
	
	
	68
	人材派遣
	
	

	59
	電算処理
	
	
	
	69
	検針業務
	
	

	60
	介護サービス
	
	
	
	70
	公用車車検整備
	
	

	61
	プール監視
	
	
	
	
	
	
	

	62
	自動車運行管理
	
	
	
	71
	その他
	
	

	注１）　参加を希望する順序で「希望順位」欄に希望順位を数字で「１、２、３、４、５」と記入してください。５業種を限度とします。(様式第11号の２「業務委託業者登録カード」の希望業種欄と一致していること。)

注２）　参加を希望される業種の登録・認定証がある場合は、「登録証の有無」欄に「有」と記入し、その写しを添付してください。

注３）　カッコがあるものは、該当を○で囲む、又は内容を記入してください。

注４）　申請書提出後は、原則として申請業種の変更・追加は認められません。
	
	
	
	
	806
	データパンチ入力


（様式第３号）

支　店　・　営　業　所　等　一　覧　表
	営業所名称
	郵便番号
	所在地
	電話番号

	
	
	
	ＦＡＸ番号

	本社・本店
	　　　－　　　　
	
	電話

	
	
	
	ＦＡＸ

	その他の支店・営業所など
	
	　　　－　　　　
	
	電話

	
	
	
	
	ＦＡＸ

	
	
	　　　－　　　　
	
	電話

	
	
	
	
	ＦＡＸ

	
	
	　　　－　　　　
	
	電話

	
	
	
	
	ＦＡＸ

	
	
	　　　－　　　　
	
	電話

	
	
	
	
	ＦＡＸ

	
	
	　　　－　　　　
	
	電話

	
	
	
	
	ＦＡＸ

	
	
	　　　－　　　　
	
	電話

	
	
	
	
	ＦＡＸ

	
	
	　　　－　　　　
	
	電話

	
	
	
	
	ＦＡＸ

	
	
	　　　－　　　　
	
	電話

	
	
	
	
	ＦＡＸ

	
	
	　　　－　　　　
	
	電話

	
	
	
	
	ＦＡＸ

	
	
	　　　－　　　　
	
	電話

	
	
	
	
	ＦＡＸ


（様式第４号）

事務所等写真
※筑後市内に本社、本店、支社、支店、営業所等を有する申請者のみ提出してください。
	商号又は名称
	


事務所外観写真（社名表示の確認ができるもの）

	のりづけ


事務所内部写真

	のりづけ


（様式第５号）

事務所等位置図
· 　筑後市内に本社、本店、支社、支店、営業所等を有する申請者のみ提出してください。

	商号又は名称
	

	


※　位置図内に方位記号をつけること。

事務所等の状況
	従業員等
	役員　　　人､技術者　　　人､作業員他　　　人､事務員　　　人　　計　　　人

	
	※上記従業員のうち事務所に常駐している人数　　　　人

	資産
	土地
	□自社所有　□代表者所有　□賃貸　□その他（　　　　　　　　）

	
	建物
	□自社所有　□代表者所有　□賃貸　□その他（　　　　　　　　）

	事務機
	机　　台､イス　　脚､電話　　本(専用　　本、転送　　本)､コピー機　　台

	ＯＡ機器
	パソコン　　台､プリンター　　台､コピー機　　台

	
	インターネット接続　□有　□無


※常駐する従業員がいない場合は事業所として認められません。

（様式第６号）

委任状
令和　　年　　月　　日

筑後市長　　西　田　正　治　　様


住　　　　所



(委任者)　商号又は名称



代表者職氏名

実印

　私は、下記の者を代理人と定め次の権限を委任します。


住　　　　所



(受任者)　商号又は名称



代表者職氏名

印

１　委任事項


(1)　入札及び見積に関する件


(2)　契約締結並びに業務履行に関する件


(3)　代金の請求・受領に関する件


(4)　入札・契約保証金の納付・請求・受領に関する件


(5)　履行保証に関する件


(6)　復代理人の選任に関する件


(7)　その他契約履行に関する一切の件

２　委任期間


令和　　年　　月　　日から

令和　６年　６月３０日まで

（様式第７号）

使　用　印　鑑　届

	使用印鑑

(入札、契約時に使用するもの)

	


　※　法人で丸印に「会社名」及び「代表者之印」（社長・支店長等）が含まれているものであれば角印は不要です。

　※　個人の場合は会社印（角印）を使用しないでください。
　※　本市では、印鑑証明書の添付は不要です。

　上記の印鑑は、入札・見積に参加し、契約の締結並びに代金の請求及び受領のために使用したいのでお届けします。


令和　　年　　　月　　　日


住　　　　所


（本　社）商号又は名称


代表者職氏名

実印

（様式第８号の２）

技術者経歴書
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
	氏　　　　名
	生年月日
	最　終　学　歴
	法令による免許等の名称
	取得年月日
	実務・業務経歴
	経験年数

	
	
	大学・高校等の区分
	専攻学科
	
	登録番号
	
	

	
	昭和・平成
	
	
	
	
	
	年　月

	
	・　・
	
	
	
	
	
	

	
	昭和・平成
	
	
	
	
	
	年　月

	
	・　・
	
	
	
	
	
	

	
	昭和・平成
	
	
	
	
	
	年　月

	
	・　・
	
	
	
	
	
	

	
	昭和・平成
	
	
	
	
	
	年　月

	
	・　・
	
	
	
	
	
	

	
	昭和・平成
	
	
	
	
	
	年　月

	
	・　・
	
	
	
	
	
	

	
	昭和・平成
	
	
	
	
	
	年　月

	
	・　・
	
	
	
	
	
	

	
	昭和・平成
	
	
	
	
	
	年　月

	
	・　・
	
	
	
	
	
	

	
	昭和・平成
	
	
	
	
	
	年　月

	
	・　・
	
	
	
	
	
	

	
	昭和・平成
	
	
	
	
	
	年　月

	
	・　・
	
	
	
	
	
	


（様式第９号の２）

業務履行実績表（官公署）
　業　種


商号又は名称


	発注者
	元請／下請
の区別
	件名
	施工場所のある
都道府県
	請負金額(千円)
	着工年月

	
	
	
	
	
	完了年月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月

	
	
	
	
	
	　　　　年　　月


※　過去２年間の実績を記入のこと。（令和２年４月１日～令和４年３月３１日）

（様式第１１号の２）

令和４・５年度

業務委託業者登録カード

	筑後市記入欄
	□審査 □入力
	□市内　□準市内　□八女県土整備事務所管内　□筑後地区

□県内　□県外
	受付番号
	


	（フリガナ）

会社名（業者名）
	
	更新の場合(令和2年度受付番号)



	本社・本店
	所在地

住　所　〒

(TEL)       -        -           (FAX)      -        -

(Ｅ-mail)
	代表者役職


	
	
	代表者氏名



	受任地
	支店等名称及び所在地

支店等名称

住　所　〒

(TEL)       -        -           (FAX)      -        -

(Ｅ-mail)
	受任者役職



	
	
	受任者氏名



	
	
	
	
	
	

	営業年数(年)
	
	資本金額(千円)
	
	年間平均売上高(千円)
	

	常勤職員数

(提出日現在)
	総従業員実数
	受任地の総従業員実数

	
	技術職員数

人


	事務職員数

人


	その他

人


	計

人


	技術職員数

人


	事務職員数

人


	その他

人


	計

人



	ＩＳＯ取得認証状況
	□ISO9001
(　　　　年　　月　　日取得)
	□ISO14001
(　　　　年　　月　　日取得)

	登録希望業種
	業種

番号
	業種名
	業種の補記

内容
	希望

順位
	2年平均実績高

※業種別に記入
	登録等証明書(法令の規定による証明書)

	
	
	
	
	
	
	技術士等（重複可）

	
	
	
	
	
	１
	千円
	登録事業名
	登録番号
	登録年月日

	
	
	
	
	
	
	
	
	第　　　　　号
	　　　年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	技術士等
	技術士補等
	その他技術者

	
	
	
	
	
	
	
	人
	人
	人

	
	
	
	
	
	２
	千円
	登録事業名
	登録番号
	登録年月日

	
	
	
	
	
	
	
	
	第　　　　　号
	　　　年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	技術士等
	技術士補等
	その他技術者

	
	
	
	
	
	
	
	人
	人
	人

	
	
	
	
	
	３
	千円
	登録事業名
	登録番号
	登録年月日

	
	
	
	
	
	
	
	
	第　　　　　号
	　　　年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	技術士等
	技術士補等
	その他技術者

	
	
	
	
	
	
	
	人
	人
	人

	
	
	
	
	
	４
	千円
	登録事業名
	登録番号
	登録年月日

	
	
	
	
	
	
	
	
	第　　　　　号
	　　　年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	技術士等
	技術士補等
	その他技術者

	
	
	
	
	
	
	
	人
	人
	人

	
	
	
	
	
	５
	千円
	登録事業名
	登録番号
	登録年月日

	
	
	
	
	
	
	
	
	第　　　　　号
	　　　年　月　日

	
	
	
	
	
	
	
	技術士等
	技術士補等
	その他技術者

	
	
	
	
	
	
	
	人
	人
	人


様式第１２号の２

受付票兼審査結果通知書
「令和４・５年度　競争入札参加資格審査申請書 (委託関係) 」を受付いたしました。


（↓申請者名を記入してください。提出者名ではありません。）

 (フリガナ)


様

○
令和　年　月　日～令和６年６月３０日まで有効
· 申請内容に変更が生じた場合には、変更届出書を提出してください。

郵便番号833-8601

筑後市大字山ノ井８９８番地　筑後市役所　契約管財課 (0942-65-7067)

□不足書類なし　　□不足書類あり⇒不足の書類を追加して再提出してください
	筑後市

ﾁｪｯｸ欄
	提出者

ﾁｪｯｸ欄
	提出書類
	備考

	
	
	フラットファイル(紙製・ブルー)
	A4ﾀﾃ､ﾌﾞﾙｰのﾌｧｲﾙ､背表紙上段は空白､下段に会社名

	
	
	返信用封筒（長形３号）
	送付先明記の上、84円切手を貼ること

	
	
	競争入札参加資格審査申請書(様式第１号の２)
	更新は前回受付番号を記入すること。ｺﾋﾟｰ不可

	
	
	競争入札参加希望業種申請書(様式第２号の２)
	希望順位の記入､登録ｶｰﾄﾞの優先順位と一致

	
	
	登録等証明書
	登録書の写し

	
	
	建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ現況報告書
	直前１年分のもの(建設､補償ｺﾝｻﾙ、地質調査)

	
	
	支店・営業所等一覧表(様式第３号)
	自社様式でも可、本社のみの場合は提出の必要なし

	
	
	事務所等写真(様式第４号)
	本社、支店、営業所が市内の場合

	
	
	事務所等位置図(様式第５号)
	本社、支店、営業所が市内の場合

	
	
	委任状(様式第６号)
	日付を記入すること。自社様式でも可､ｺﾋﾟｰ不可

	
	
	技術者経歴書(様式第８号の２)
	自社様式でも可､ただし 様式の項目を満たすこと。

	
	
	業務履行実績表（官公庁）(様式第９号の２)
	希望業種ごとに作成のこと。
官公庁以外が混在する場合は､官公庁分に○印をつける等、区別できるようにすること。

	
	
	経営規模等総括表（決算報告書、財務諸表も可)
	直前１年分(決算報告書、財務諸表の場合は直前２年分)

	
	
	納税証明書(国税)
	３か月以内に発行されたもの､未納(滞納)のない証明､委任がある場合は受任地の都道府県税､市町村税の証明と本社の国税の証明　　写し可

	
	
	納税証明書(都道府県税)
	

	
	
	納税証明書(市町村税)
	

	
	
	現在（履歴）事項全部証明書・身分証明書
	法人業者は現在（履歴）事項全部証明書､個人業者は身分証明書。３か月以内に発行されたもの

	
	
	ＩＳＯ取得認証等登録証
	有効期間内のもの､審査登録適合内容がわかるもの

	
	
	誓約書(様式第13号の2)
	指定様式を使用のこと。両面印刷、ｺﾋﾟｰ不可

	
	
	役員名簿一覧
	役員全員を記入、データでも提出のこと。

	
	クリップ止め
	使用印鑑届(様式第７号)
	日付を記入すること。ｺﾋﾟｰ不可

	
	
	業務委託業者登録カード(様式第１１号の２)
	希望業種申請書の希望順位と一致していること。

	
	
	受付票兼審査結果通知書(様式第１２号の２)
	


※留意事項にコピー不可の記載がないものは、コピーでも可とします。

※提出前に不足書類がないか、「提出者チェック欄」を使用し確認してください。

様式第１３号の２（委　託）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
誓　　約　　書

令和　　年　　月　　日

　　筑　後　市　長　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　実印　　　　　　　

　　　　私は、筑後市暴力団排除条例に基づき、公共工事その他の事務又は事業により暴力

　　　団を利することにならないように、暴力団員はもとより、暴力団若しくは暴力団員と

　　　密接な関係を有する者を入札、契約から排除していることを認識したうえで、裏面の

　　　記載事項について説明を受け、これを了解し、下記事項について、誓約いたします。

　　　なお、これらの事項に反する場合、貴市が行う一切の措置について異議の申し立て

　　を行いません。

記

　　１　業務委託契約約款第42条の3（以下「暴力団排除条項」という。）第1項各号のい
　　　ずれにも該当しません。

　　２　暴力団排除条項第1項第1号又は第2号に該当する事由の有無の確認のため、役員
　　　名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。
　　　役員名簿等に記載した者について、暴力団員等であるか否かについて筑後市が福岡

　　　県警筑後警察署に照会することについて異議ありません。

　　３　筑後市指名停止等措置要綱に基づく停止の措置を受けている者及び暴力団排除条
　　　項第1項各号に該当する者に業務の一部を委任し、又は請け負わせること（以下再
　　　委託等」という。）は行いません。

　　４　暴力団排除条項第1項各号に該当する者に再委託等を行っていたとして、貴市か
　　　ら当該再委託等契約の解除（当該下請契約の当事者でない場合は、当事者に対して
　　　解除を求めることを含む。以下「解除等」という。）を求められた場合は、解除等
　　　の求めに従います。

　　※　上記1の暴力団排除条項第1項各号の解釈については、裏面にてご確認下さい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	暴力団排除条項第1項第9号の解釈について

    「密接な交際」とは、例えば友人または知人として、会食、遊戯、旅行、スポーツ等

　を共にするなどの交遊をしていることである。

　　「社会的に非難される関係」とは、例えば構成員等を自らが主催するパーティその他

　の会合に招待するような関係又は構成員等が主催するパーティその他の会合に出席する　

　ような関係である。


<業務委託契約約款抜粋（暴力団排除条項）>

第42条の3　委託者は、福岡県警察からの通知に基づき、受託者(受託者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この条において同じ。)が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。この場合において、解除により受託者に損害があっても、委託者はその損害の賠償の責を負わないものとする。

　(1)　計画的又は常習的に暴力的不法行為等を行い、又は行うおそれがある組織(以下この項において「暴力的組織」という。)であるとき。

　(2)　役員等(受託者が個人である場合にはその者を、受託者が法人である場合にはその法人の役員(役員として登記又は届出がされていないが、事実上経営に参画している者を含む。)をいう。以下  　　同じ。)が暴力的組織の構成員(構成員とみなされる場合を含む。以下この項において「構成員等」という。)となっているとき。

　(3)　構成員等であることを知りながら、構成員等を雇用し、又は使用しているとき。

　(4)　暴力的組織又は構成員等であることを知りながら、その者と再委託等契約又は資材、原材料の

　　 購入契約等を締結したとき。

　(5)　構成員等である事実を知らずに、構成員等を雇用している場合又は暴力的組織若しくは構成員等である事実を知らずに、その者と再委託等契約若しくは資材、原材料の購入契約を締結した場合であって、当該事実の判明後速やかに、解雇に係る手続や契約の解除など適正な是正措置を行わないとき。

　(6)　自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力的組織又は構成員等を利用したとき。

　(7)　暴力的組織又は構成員等に経済上の利益又は便宣を供与したとき。

　(8)　役員等が、個人の私生活上において、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的若しくは第三者に損害を与える目的をもって、暴力的組織若しくは構成員等を利用したとき、又は暴力的組織若しくは構成員等に経済上の利益若しくは便宣を供与したとき。

　(9)　役員等が、暴力的組織又は構成員等と密接な交際を有し、又は社会的に非難される関係を有しているとき。

２　受託者は、委託者が前項各号に該当する事由の有無を確認することを目的として受託者に対し役員名簿等の提出を求めたときは、速やかに当該役員名簿等を提出しなければならない。

３　委託者は、第7条の2第2項の規定により解除等を求めた場合において、受託者が正当な理由がなく、委託者からの当該解除等の求めに従わなかったときは、この契約を解除することができる。この場合において、解除により受託者に損害があっても、委託者はその損害の賠償の責を負わないものとする。

４　第42条第2項及び第3項の規定は、第1項及び第3項の規定によりこの契約を解除した場合について準用する。
（受付印）









